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地方独立行政法人京都市立病院機構中期目標及び用語集 
 

 

地方独立行政法人京都市立病院機構中期目標 
 

前文 

今般，京都市においては，医療を取り巻く状況やこれまで京都市立病院（以下「市

立病院」という。）及び京都市立京北病院（以下「京北病院」という。）が果たして

きた役割を踏まえ，今後，両病院がその役割をより効果的かつ効率的に果たせるよ

う，両病院を運営する地方独立行政法人京都市立病院機構（以下「法人」という。）

を設立することとした。 

この中期目標は，法人が病院事業を実施するに当たって達成すべき業務運営に関

する目標として，地方独立行政法人法に基づき，市会の議決を得て定めたものであ

り，法人においては，この中期目標を着実に達成するよう，京都市長として指示す

る。 

１ 医療を取り巻く環境 

わが国においては，高齢化，生活習慣や食生活の変化に伴い，がん，心疾患，

脳血管疾患，糖尿病等の生活習慣病が増加するなど，疾病構造が大きく変化して

きている。 

このように医療需要が変化・多様化し，医療の専門化・高度化が進むとともに，

患者の側においては，情報技術の進歩による知識の普及に伴い，その意識が変化

し，自ら選択してより良質な医療を受けたいというニーズが高まってきている。 

一方で，全国的な医師，看護師の不足及び診療科や地域による医師の偏在によ

り，多くの医療機関で職員の確保が課題となっている。また，増加し続ける医療

費の負担の観点からは，国民や保険者のみならず，国や地方自治体の財政負担も

限界に達しつつある中で，医療機関にはより透明性が高く，効率的な医療の提供

が求められている。 

２ これまでの市立病院及び京北病院の役割 

市立病院及び京北病院は，これまで感染症医療，災害時医療，へき地医療等公

共上の見地から必要な医療であって，民間の主体にゆだねた場合には必ずしも実

施されないおそれがある医療（以下「政策医療」という。）並びに高度の専門的

知識及び技術に基づく医療の提供，地域医療の支援等の役割を果たすことにより，

自治体病院として市民の健康保持に寄与してきた。 

３ 今後市立病院及び京北病院が果たすべき役割 

⑴ 市立病院 

政策医療の拠点として，また，生活習慣病を中心とした高度急性期医療を提

供する地域の中核病院としての役割を引き続き適切に担うため，政策医療の安

定的かつ継続的な提供，高度急性期医療の更なる充実及び地域医療連携の推進

を図る必要がある。併せて，経営改善を推進し，経営の健全化に取り組む必要

がある。 

⑵ 京北病院 

広大な地域内に集落が散在し，医療機関へのアクセスが悪い京北地域におけ

る唯一の病院であり，今後の地域振興を考えていくうえでも必要な社会資源で

ある。このため，診療体制の確保に努め，引き続き初期救急医療をはじめ，身

近なかかりつけ医として，地域で医療・保健・福祉サービスを提供する様々な
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社会資源との連携を図りつつ，地域の住民の健康を支えていく必要がある。 

 

第１ 地方独立行政法人による病院運営 

１ 地方独立行政法人化によって目指すもの 

病院事業は，これまでの地方公営企業法の一部適用の下においても企業の経済

性の発揮と公共の福祉の増進の両立に努めてきた。しかし，職員の定数管理や採

用，組織，給与その他の勤務条件等について地方自治法や地方公務員法等の制約

があること，単年度予算主義であり，また，予算編成等に相当の期間を要するた

め，財務的な対応をタイムリーに行うことができないこと，業務委託や調達に関

して，単年度での契約が原則であり，費用が削減しにくい面があることなど，医

療を取り巻く環境の変化に迅速かつ柔軟に対応していくことが難しい構造的な

要因があり，最適の経営形態ではなかった。 

病院事業の地方独立行政法人化は，迅速な意思決定による自律的かつ弾力的な

経営が可能であるという利点を生かし，両病院の役割をより的確に果たしていく

ことを目的として行うものである。  

２ 経営形態の変革に係る考え方 

⑴ 病院事業を実施する地方独立行政法人を設立することは，昭和４０年の市立

病院の開設以来初めての抜本的な経営形態の変革である。法人の設立後は，良

質な医療を提供し続けるための基礎となる経営基盤を固めることが重要であ

る。法人は原則として独立採算により運営しなければならないが，病院経営に

不可欠な長期貸付金や運営費交付金については，京都市が責任をもって確保し

ていく。 

⑵ 法人は，市民の健康の保持及び増進に寄与することを目的としており，その

業務は，十分な説明と情報に基づいた市民の理解と納得の下で運営する必要が

ある。 

 

第２ 中期目標の期間 

中期目標の期間は，平成２３年４月１日から平成２７年３月３１日までの４年

間とする。 

 

第３ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 市立病院が提供するサービス 

⑴ 感染症医療 

前身である伝染病院の時代からの長き伝統の上に立ち，平成２１年の新型イ

ンフルエンザ発生時には，いち早く発熱外来を開設するとともに，初期には市

内の大部分の患者の診療を担った。この経験と実績を踏まえ，国際観光都市で

もある京都市において，既存の感染症のみならず，新型インフルエンザなどそ

の発生が市民のいのちと健康はもとより市民生活全般や都市機能にも大きな

影響をもたらす新たな感染症について，感染症指定医療機関として先導的かつ

中核的な役割を果たすこと。 

⑵ 大規模災害・事故対策 

地域災害拠点病院として，大規模な災害や事故の発生に備え，必要な人的・

物的資源を整備すること。また，十分な訓練を行い，京都市地域防災計画に基

づき必要な対応を迅速に行うこと。 

⑶ 救急医療 
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ア 関係医療機関等との連携及び役割分担を踏まえ，より多くの救急搬送を受

け入れ，３６５日２４時間入院を必要とする患者に円滑に対応すること。 

イ 市立病院整備運営事業により建設する新棟において飛躍的に充実する救

急医療機能を遺憾なく発揮できるよう，医師等の人的資源を確保し，三次救

急医療を担う救命救急センターを補完する役割を担うこと。 

ウ 小児救急医療については，３６５日２４時間小児科医師を配置し，患者を

受け入れてきた。この実績を踏まえ，初期救急医療を担う急病診療所や二次

救急医療を担う他の病院群輪番制病院との適切な役割分担の下，入院を必要

とする小児を積極的に受け入れること。 

⑷ 周産期医療 

京都府内の周産期医療システムの一翼を担う地域周産期母子医療センター

として，関係機関との役割分担を踏まえ，合併症妊娠・分娩やハイリスク妊娠

に対しても，母子ともに安全な分娩管理を行い，他の医療機関からの母体搬送

も受け入れること。 

⑸ 高度専門医療 

   ア 地域医療支援病院としての取組 

地域のかかりつけ医等との適切な役割分担の下，高度急性期医療を担うこ

と。また，地域の医療従事者向けの研修を実施するなど，地域の医療機関を

積極的に支援することにより，地域医療支援病院として地域の医療水準の向

上に寄与すること。 

イ 地域がん診療連携拠点病院としての取組 

(ｱ)  検査機器の整備や病理診断の質の確保により，がんについて適切な診

断を行うこと。また，最適な治療を行えるよう外科的手術，放射線治療，

化学療法，血液がんに対する造血幹細胞移植，緩和ケアの提供等幅広いが

ん治療の提供体制を確保すること。 

(ｲ) 放射線治療の分野においては，市内でも数少ない最新の機器による高

精度体外照射，腔内照射をはじめとする幅広い手法による高い実績を生か

し，これまで以上に充実したがん治療を行うこと。 

(ｳ) 他のがん診療連携拠点病院や高度専門医療機関，地域の医療機関等と

の連携を強化することにより，京都市におけるがん診療の質の向上に貢献

するとともに，京都市のがん予防の取組に必要な協力を行うこと。 

   ウ 生活習慣病への対応     

(ｱ) 心臓・脳・血管病センターの設置 

心疾患や脳血管疾患に関連する既存の診療科が有機的に連携して総合

的な診療体制を構築することにより，迅速かつ高度なチーム医療を提供す

る心臓・脳・血管病センターを設置すること。 

集中的な治療期を経過した患者には適切な急性期リハビリテーション

を行うとともに，転院後の効果的な回復期リハビリテーションへの引き継

ぎや早期の社会復帰につなげるように努めること。 

(ｲ) 糖尿病治療 

徹底した食事・運動指導等，極めて高く評価され，日本全国や海外から

も患者を受け入れている実績を生かし，眼，腎臓等の合併症を防ぎ，生活

の質を低下させないための糖尿病治療に取り組むこと。      

エ 小児医療 

(ｱ) 低出生体重児等の割合の増加に対応するため必要な設備及び診療体制



4 
 

を充実し，他の医療機関とも連携することにより，安心して子供を産み育

てられる医療体制の一翼を担うこと。 

(ｲ) 京都市内の小児科では２箇所のみである骨髄移植推進財団の認定施設

として，引き続き白血病等の血液がんに対する造血幹細胞移植を実施する

こと。 

オ 専門外来 

現在実施している専門外来（女性総合外来，男性専門外来，緩和ケア外来，

セカンドオピニオン外来など）の実績を踏まえ，医療の進歩や市民ニーズの

変化に合わせて，必要な専門外来を開設するなど的確な対応を図ること。 

⑹ 看護師養成事業への協力 

高度化，複雑化，専門化する医療に適切に対応できる看護師の確保は，重要

である。したがって，貴重な臨床実習の場として，京都市内の看護師養成機関

による看護師の養成に協力すること。 

⑺ 保健福祉行政への協力 

保健医療，福祉施策，医療費支払などの経済問題に関する相談に応じ，京都

市が実施する医療・保健・福祉施策の実施に協力すること。 

⑻ 疾病予防の取組 

  ア 健診センターにおいて，特定健診を中心とした人間ドック及び特定保健指

導を引き続き行うこと。 

   イ インフルエンザワクチン等の予防接種及び健康教室を引き続き行うこと。 

２ 京北病院が提供するサービス 

⑴ へき地医療 

ア 京北地域における人口の動向や高齢化の進展などによる疾病構造や地域

の医療ニーズの変化を踏まえた適切な入院・外来診療体制を確保すること。 

イ 京北病院へのアクセスの確保に取り組むとともに，通院が困難な患者に対

しては，訪問診療，訪問看護など，在宅医療の提供を適切に行うこと。 

⑵ 救急医療 

京北地域における唯一の救急告示病院として，初期救急医療を提供する役割

を的確に果たすこと。また，高度な医療を要する患者については，市内中心部

の高度急性期医療機関へ転送すること。 

⑶ 介護サービスの提供  

   ア 施設介護サービスの提供 

施設介護サービスへのニーズの増加に対応するため，療養病床から転換し

た介護老人保健施設において利用者の状況に応じて長期入所・短期入所共に

受け入れる等，これを適切に運営すること。 

   イ 居宅介護サービスの提供 

通院が困難な者に対して，そのニーズに対応した居宅介護サービス（訪問

看護，訪問リハビリテーション等）を提供すること。 

⑷ 医療・保健・福祉のネットワークの構築 

ア 地域の住民の協力を得て，京北病院の機能や取組についての周知に努める

こと。また，地域に密着した事業を充実し，積極的に地域への浸透を図るこ

と。 

イ 医療・保健・福祉サービスを提供する京北地域内の様々な施設とのネット

ワークにおいて重要な役割を果たすこと。 

３  地域の医療・保健・福祉サービスの提供機関との連携の推進 
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⑴ 医師不足の問題に見られるように，地域の医療・保健・福祉サービスを提供

する社会資源は限られているため，それぞれの機能に応じた適切な役割分担と

連携を図り，地域全体で適切なサービスを提供することが非常に重要である。 

⑵ 市立病院は，地域のかかりつけ医等から入院や手術を必要とする急性期の患

者の紹介を受け，高度医療を提供するとともに，回復期や慢性期となった患者

については，かかりつけ医等への逆紹介や患者の状態に適した機能を有する病

院や介護施設への転院等を行うこと。 

⑶ 京北病院は，医療・保健・福祉サービスを提供する様々な施設や市立病院と

の緊密な連携を図り，地域医療連携の中心的役割を果たすこと。 

４ 医療の質及びサービスの質の向上に関する事項 

  ⑴ 患者の視点，患者の利益の優先 

   ア 患者の視点，患者の利益を最優先にしながら，医療の質及びサービスの質

の向上を図ること。 

   イ 分かりやすい説明とこれに基づく同意の下に，診療を行うこと。 

⑵ 医療の質の向上に関すること 

ア 医学の進歩による医療の高度化及び複雑化に対応して，常に高度かつ標準

的な医療を提供することができるよう，医療専門職の知識・経験の向上を図

ること。 

イ 高度な医療を提供するために必要となる機器及び設備の計画的な充実に

努めること。 

ウ 医療の質に関する客観的なデータの収集，他の医療機関とのデータによる

比較分析などを通じて，常に科学的な根拠に基づいた質の高い医療を提供す

ること。 

エ 医療の質に関する客観的なデータや外部の評価機関の評価結果の公表に

より，患者が自ら納得し，選択して自分に合った医療を受けられる権利を保

障すること。 

⑶ 安全で安心できる医療の提供に関すること 

ア 医療安全に係る組織やマニュアルを不断に見直すことにより医療安全体

制を強化すること。 

イ インシデント及びアクシデントを公表する取組を推進し，医療安全の風土

づくりを進めること。 

⑷ 患者サービスの向上に関すること 

ア 温かく心のこもった職員の接遇・応対の一層の向上を図ること。 

イ 施設面での快適性や利便性の確保，待ち時間の短縮などにより，快適に医

療サービスを受けられるよう努めること。 

ウ 患者満足度を客観的に把握したうえで，必要な改善策を講じ，患者サービ

スの向上を図ること。 

⑸ 情報通信技術の活用 

常に電子カルテを含めた総合情報システムの改良に努めることにより，医療

の質や患者サービスの向上を図ること。 

５ 適切な患者負担についての配慮 

誰もが公平な負担で，必要かつ十分な医療を受けることができるよう，適切な

料金に関する規程を定め，適正にこれを実施すること。 

 

第４ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 
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１ 業務運営の改善に係る仕組みづくり 

⑴ 病院全体として，医療の質や患者サービスを向上させるため，常に患者，市

民，職員等の意見を取り入れる業務運営を改善する仕組みを構築すること。 

⑵ 職員の積極的な経営参画意識と志気を高め，業務改善が常に実行される風土

を醸成すること。 

２ 迅速かつ的確な意思決定を行うことができる組織の構築 

⑴ 迅速かつ的確に意思決定し，これを着実に実施することができる簡素で効率

的な組織を構築すること。 

⑵ 各部門からの迅速で的確な報告及び提案を経営戦略へ高めていくことがで

きるよう，第一線を担う職員と意思決定を行う役員及び職員との意思疎通の円

滑化を図ること。  

⑶ 専門知識や高い能力を有する職員により構成する企画戦略部門を充実する

こと。 

⑷ 法人の決定事項を各部門や各職員に明確な指示として的確に伝達し，その実

施状況を適切に評価することができるよう，指揮命令系統を明確にしておくこ

と。 

⑸ 監事及び会計監査人がより実効性の高い監査を行うことができる態勢を構

築すること。 

３ 医療専門職の確保とその効率的な活用 

⑴ 医療専門職の確保とその効率的な活用 

ア 市立病院及び京北病院のそれぞれの役割に応じ，必要な専門知識を有した

医療専門職を確保すること。 

イ 医療専門職間の密接な連携と適切な役割分担により実施してきたチーム

医療を更に推進すること。また，各医療専門職が最大限の専門性を発揮でき

るようにすること。 

⑵ 医師 

ア 市立病院 

地域医療連携の考え方に基づき，かかりつけ医等との適切な役割分担の下，

高度急性期医療機関としての役割を果たすことができるよう，専門性の高い

医師を確保すること。 

イ 京北病院 

地域包括ケアを適切に提供できるよう，総合的な知識と経験を有する医師

を確保すること。 

ウ 他職種との適切な役割分担 

他の職種との適切な役割分担の推進により，医師の負担や疲弊を緩和し，

提供する医療の質を向上させること。 

 ⑶ 看護師 

ア 入院患者の重症度や看護必要度，外来診療における看護師の役割を踏まえ，

常に適正な配置を検証し，必要な看護師数を確保すること。 

イ 看護師の専門性を確保するための計画的な教育及び育成を継続すること。 

ウ 夜間における医療安全を適切に確保するため，引き続き適正な人数の看護

師を配置すること。 

４ 職員給与の原則 

   職員の給与は，当該職員の勤務成績や法人の業務実績を考慮し，かつ，社会一

般の情勢に適合したものとすること。 
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５ 人材育成 

医療に関する専門知識・技術又はより戦略的な病院経営を行ううえで必要とな

る医療経営・医療事務に係る専門知識及び使命感を持った職員を計画的かつ効率

的に育成すること。 

６ 人事評価 

職員の意欲及び主体性の向上並びに組織の更なる活性化のため，職員の能力，

勤務実績を適正に評価する人事評価システムの導入を図ること。 

７ 職員満足度の向上によるサービスの質の向上 

⑴ 職員のワークライフバランスや職場における安全衛生の確保，職場のコミュ

ニケーションの活性化，職員の努力や実績が適正に評価される制度の構築など

を通じて，すべての職員が誇りを持って職責を果たすことができる環境を整え，

市民サービスの向上につなげること。 

⑵ 職員満足度を客観的に把握するため具体的な措置を講じ，患者満足度と併せ

て分析し，公表すること。 

８ ボランティアとの協働や市民モニターの活用 

   市民ボランティアと職員の協働の積極的な推進や，市民モニターの活用を通じ

て，市民目線でのサービスの向上に努めること。 

 

第５ 財務内容の改善に関する事項 

１ 収益的収支の改善 

⑴ 法人全体及び各病院単位ともに，経常収支で単年度黒字基調を維持すること。

そのため，収益確保の観点から，病床利用率の向上や適正な診療収入の確保に

努めること。また，適切な未収金対策を行うこと。 

⑵ 費用の効率化の観点から，人件費比率の目標管理，診療材料等の調達コスト

の縮減など最大限の効率化を図ること。 

⑶ 法人運営は，独立採算が原則であるが，政策医療の分野において，十分な努

力を行ってもなお診療収入をもって充てることができない経費は，税を主な財

源とする運営費交付金として市民の負担により賄われていることを十分認識

し，運営費交付金を中期計画に適切に計上するとともに，その内訳や考え方を

明らかにすること。 

２ 安定した資金収支の実現 

京都市からの長期借入金以外の借入れを行うことなく法人を運営することが

できるよう，計画的な設備投資及び職員採用を行うこと。 

３ 経営機能の強化 

⑴ 診療報酬の改定や患者の動向を見極め，迅速に情報の収集及び分析をしたう

えで，対応策を立案し，的確な対応を行うこと。 

⑵ 職員一人一人が経営感覚を持って担当業務を遂行できるよう，適切な目標の

付与とその達成度の評価を行うこと。 

４ 資産の有効活用 

   建物や医療機器などへの設備投資を行う際には，目的，稼働目標及び費用対効

果を明確にし，その目的や目標の達成状況を常に検証しつつ，資産を有効に活用

すること。また，すべての資産について遊休化を回避し，有効に活用すること。 

 

第６ その他業務運営に関する重要事項 

１ 市立病院整備運営事業の推進 
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⑴ 救急・災害医療等の政策医療機能，がんや生活習慣病への高度医療機能，地

域医療の支援機能を整備・拡充する市立病院整備運営事業を推進し，更なる医

療機能の充実・強化を図ること。 

⑵ 民間の経営能力，技術的能力や管理手法を活用することにより，施設整備費，

運営費の抑制を図り，従来手法と比べての経費削減効果を確保すること。 

⑶ 法人から医療周辺業務を受託し，実施する特別目的会社（以下「ＳＰＣ」と

いう。）との適切な協働関係を構築すること。また，ＳＰＣが各種業務を総合

的に管理することにより，医療専門職を本来業務に専念させ，医療サービスを

向上させるとともに，診療報酬の増大につなげること。 

⑷ モニタリングは，効率的で実効性のあるものとし，ＳＰＣの業務遂行状況を

確実に確認し，評価すること。 

２ コンプライアンスの確保 

⑴ 関係法令や病院内のルールを遵守することはもとより，法令等の目的や趣旨

に立ち返り，点検と確認を行い，病院内のルールに不備や無駄があれば，速や

かに改善すること。 

⑵ そのため，研修の実施等により役職員のコンプライアンスに対する意識を向

上させるとともに，情報公開の徹底や，法人内外からのチェックが機能する仕

組みの構築によりコンプライアンスの確保を図ること。 

３ 戦略的な広報と分かりやすい情報の提供 

 ⑴ 医療サービスや法人の運営状況について市民の理解を深められるよう，目的

や対象に応じた適切な内容や媒体による戦略的な広報を行うこと。 

⑵ 医療の質や経営に関する指標について具体的な数値目標を定め，その実績の

経年変化や達成度，他の類似医療機関との比較等により，正確で分かりやすい

情報を提供すること。 

４ 個人情報の保護 

すべての職員に個人情報を保護することの重要性を認識させ，その管理を徹底

させること。特に，電子カルテなどの電子情報については，大量かつ迅速に処理

が可能であり，また，加工，編集，複製等が容易であるという特徴があり，漏え

い等が生じた場合の影響が大きいことから，厳格な管理を行うこと。 

５ 関係機関との連携 

⑴ 医療の提供に当たっては，健康危機事案，地域保健の推進又は救急搬送を担

う京都市の各部局との連携を密にすること。 

⑵ 市立病院，京北病院及び京都市のみでは対応が困難な大規模な健康危機事案

や高度な医療の提供に際して適切な役割を果たすことができるよう，大学病院，

広域的な医療を担う医療機関及び国の機関との連携を図ること。 

６ 地球環境への配慮及び廃棄物の減量，省資源・省エネルギーの推進 

温室効果ガス及び有害物質の排出抑制，廃棄物の減量，省資源・省エネルギー

の推進など，地球温暖化対策の推進と限りある資源の有効な活用に取り組むこと

により，持続可能な社会の形成に寄与すること。 
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（参考）用語集 

 
 あ  

 
インシデント及びアクシデント 

（インシデント） 
病院内で，誤った医療行為等が患者に実施される前に発見されたもの又は実施さ

れたが結果として患者に影響を及ぼすに至らなかったものをいいます。 
（アクシデント） 

病院内で，誤った医療行為等が患者に実施され，処置・治療を要したものをいい

ます。 
 
運営費交付金 

  設立団体（地方公共団体）が地方独立行政法人に対し，業務運営の財源として交

付する交付金です。原則として，次の経費に限って交付されます。 
①  その性質上当該地方独立行政法人の事業の経営に伴う収入をもって充てる

ことが適当でない経費 

②  当該地方独立行政法人の性質上能率的な経営を行ってもなおその事業の経

営に伴う収入のみをもって充てることが客観的に困難であると認められる経

費 

 
 か  

 
化学療法 

がん細胞に対する抗がん剤による薬物療法のことであり，市立病院では，平成 19

年 1 月から「外来化学療法センター」を設置し，外来患者にも化学療法を実施して

います。 
 
介護老人保健施設 

  介護が必要な高齢者を支援するための介護保険が適用される入所施設です。病状

が安定し，治療や入院の必要はないが，リハビリを含む看護や介護などのケアが必

要な方が要介護認定を受けられた後，利用されます。 
 
合併症妊娠・分娩 

  病気を持った女性が妊娠し，分娩すること。合併症があることによって，母児に

重大な結果を招くことがあり，専門医との緊密な連携が求められるため，各診療科

のそろった総合病院での分娩管理が必要になります。 
 
感染症指定医療機関 

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に基づき，感染症

患者の入院を担当する医療機関として都道府県知事等が指定した病院です。 

 
緩和ケア 

がん又はがん治療に伴う身体的症状（痛み・しびれ，吐き気・嘔吐，食欲不振，



10 
 

便秘・下痢，呼吸苦，倦怠感等）や精神的症状（不眠，不安，うつ，せん妄等），

その他のつらい症状について予防したり，対処したりすることです。 
 
救急告示病院 

消防法に規定する救急隊により搬送される傷病者に関する医療を担当する医療

機関として，その開設者から都道府県知事に対して救急業務に関し協力する旨の申

出のあったもののうち，都道府県知事が，医療法に規定する医療計画の内容，当該

病院の所在する地域における救急業務の対象となる傷病者の発生状況等を勘案し

て必要と認定した病院をいいます。 
 
救命救急センター 

生命の危機を伴う重症及び複数の診療科領域にわたる重篤な救急患者に対する

医療を提供する医療機関で都道府県知事が指定するものをいいます。京都市内では

京都第一赤十字病院，京都第二赤十字病院，国立病院機構京都医療センターの３箇

所が指定されています。 
 

京都市地域防災計画 

地震，台風等の各種の災害から市民の生命，財産と暮らしを守る総合的な防災対

策を推進することを目的に，災害対策基本法に基づき，京都市防災会議が作成する

計画として，本市の地域における地震災害をはじめとする各種の災害予防，災害応

急対策及び災害復旧計画等に関する事項を定めたものです。 
 
腔内照射 

  体内の体腔内や組織内に小さな放射線源をコンピューター制御の遠隔操作によ

り挿入して，治療します。患部の内部や近くに放射線源を置くため，体外照射に比

べ，危険臓器を避けながらがんに対し大量の放射線を照射することが可能です。適

応症例は子宮がん等が挙げられます。 
 
高精度体外照射 

  がんに対して体の外から放射線を照射して治療する方法のうち，がんの部分にだ

け放射線が集中するように，また，正常な部分には最小限の放射線しか当たらない

ように制御するための工夫がなされたものをいいます。 
 
高度急性期医療 

  専門性の高い医師等を配置し，高度な医療機器等を備えた病院における専門的な

処置や手術などが必要な重度の疾患に対する医療をいいます。 

 
骨髄移植推進財団 

  骨髄移植に関する普及啓発，骨髄移植までの連絡調整等を行うことにより，骨髄

バンク事業の推進を図ることを目的とする厚生労働省所管の財団法人です。 
 
コンプライアンス 

  一般的には「法令遵守」と訳されます。関係法令や病院内のルールに従い，これ

を守ることはもとより，法令等の目的や趣旨に立ち返り，点検と確認を行い，病院

内のルールに不備や無駄があれば，速やかに改善することです。 
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 さ  

 
三次救急医療 

  事故や急病に緊急に対応する救急医療は，一次，二次，三次の三つの体制に分か

れています。三次救急とは，生命の危機を伴う重症及び複数の診療科領域にわたる

重篤な救急患者に対する救急医療で，高度な医療機能を持つ救命救急センターでの

対応が想定されます。 
 
市民モニター 

  市民の皆様による病院の施設見学などを通じて，病院の業務運営に対するご意見

やご提案をいただき，それを今後の病院運営に反映させていく仕組みです。 
 
市立病院整備運営事業 

  耐震性能や療養環境の面で課題がある市立病院の北館の建替えと，本館の改修を

行うもので，平成２５年４月から新館での診療を開始し，平成２６年夏にはすべて

の工事が完了する予定です。 
事業実施に当たっては，施設整備に係る資金調達は本市が行い，設計，建設，運

営・維持管理業務（平成３９年度末まで）は事業者が包括的に行います。 
 

周産期医療 

  産科と小児科を組み合わせ，周産期（出産の前後の時期）に提供する医療です。 
 
初期救急医療 

  事故や急病に緊急に対応する救急医療は，一次，二次，三次の三つの体制に分か

れています。初期救急とは，入院を必要としない程度（軽症で帰宅できる程度）の

症状に対応する一次救急で，入院施設を持たない診療所等での対応が想定されてい

ます。 
 
心臓・脳・血管病センター 

  生活習慣病に対して，循環器内科，神経内科，脳神経外科，外科，放射線診断科，

救命救急室等及びＩＣＵ（集中治療室）・ＣＣＵ（冠動脈疾患集中治療室）等の中

央診療部門が有機的に連携して，高度な医療を提供するための施設配置を行うもの

です。 
 
人件費比率 

  職員の人件費が医業収益に対してどの程度の割合に達しているかを示す指標で，

「職員給与費÷医業収益×１００」で表されます。 

 
専門外来（女性総合外来，男性専門外来，緩和ケア外来，セカンドオピニオン外来な

ど） 

（女性総合外来） 
女性の健康に関する不安や悩みにお応えするために，受付から診療まですべて女

性のスタッフが対応する完全予約制の総合外来であり，①女性の身体と心の悩みに

幅広く対応する総合内科，②乳腺外来，③思春期，月経異常，更年期や婦人科臓器

に関する悩みに対応する婦人科により構成しています。 
（男性専門外来） 
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男性更年期障害，排尿障害等の疾患の症状や疑いのある方を対象とする専門外来

です。プライバシーに配慮し，男性医師によるきめ細かな診断を行うとともに，泌

尿器科を中心に，内科，外科，精神神経科等と連携して，適切な治療につなげてい

きます。 
（緩和ケア外来） 

がん又はがん治療に伴う身体的症状（痛み・しびれ，吐き気・嘔吐，食欲不振，

便秘・下痢，呼吸苦，倦怠感等）や精神的症状（不眠，不安，うつ，せん妄等），

その他のつらい症状に対して，医師が中心となって，看護師や保健師などが治療，

相談に対応する専門外来です。 
（セカンドオピニオン外来） 

他の医療機関での診断・治療を受けている方で，京都市立病院においてより専門

性の高い診断・意見を求められる方のための専門外来です。がん等の悪性疾患や高

度な専門治療を必要とする循環器疾患，脳血管疾患，消化器疾患，高度肥満などの

生活習慣病等を対象としています。該当する診療科のみならず関連診療科が緊密な

協力体制をとるとともに，予約制により事前にレントゲン等の資料を検討するなど，

受診当日に病院としての見解を出せるよう，フットワークの軽い即応型の対応を行

います。 
 
造血幹細胞移植 

  正常な血液を造ることが困難となる疾患（白血病，再生不良性貧血など）の患者

に対して，提供者（ドナー）の造血幹細胞を移植して正常な血液を造ることができ

るようにする治療です。 
 
 た  

 
地域医療支援病院 

  地域の診療所などを後方支援するという形で，医療機関の役割分担と連携を進め

るために設けられた区分。病床数２００床以上，紹介率４０％以上かつ逆紹介率６

０％以上などの条件により都道府県知事が承認します。 
 
地域医療連携 

  患者の方々には日ごろの健康管理を行う「かかりつけ医」をお持ちいただき，初

期の体調不良時にはかかりつけ医を受診いただき，手術や精密検査等が必要な場合

には，かかりつけ医から，高度な医療機器等を備えた病院へ紹介いただきます。そ

こで必要な急性期治療を行い，急性期を終え，慢性期の通院治療等へ移行する際に

は逆に病院からかかりつけ医等へ患者の方々を紹介することにより，地域の医療機

関が連携して診療を行う仕組みのことです。 

 
地域がん診療連携拠点病院 

  地域のがん診療の拠点として厚生労働大臣に指定された病院です。我が国に多い

がん（肺がん，胃がんなど）の早期診断・治療の提供，地域の医療機関からの紹介

患者の受入れ及び緩和医療の提供，地域の医療従事者に対する教育・研修の実施な

どの機能が求められます。 
 

地域災害拠点病院 

  大規模災害時における医療確保を目的として，高度診療機能等の災害医療支援機
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能を有し，２４時間対応可能な医療機関です。一般的な入院医療の整備を図るべき

地域単位である二次医療圏（京都市は，京都・乙訓医療圏に属しています。）ごと

に一つの病院が指定されます。 

 

地域周産期母子医療センター 

  産科と新生児の診療を担当する小児科等を備え，周産期（出産の前後の時期）に

総合的に対応する医療施設を周産期母子医療センターといい，このうち，高度な設

備を備え，常時，母体や新生児の搬送を受け入れることができる総合周産期母子医

療センターと連携して，比較的高度な医療行為を行う施設です。 

 

地域包括ケア 

  地域住民に対し，医療サービス，保健サービス（健康づくり）及び在宅ケア，リ

ハビリテーション等の介護を含む福祉サービスを，関係者が連携，協力して，地域

住民のニーズに応じて一体的，体系的に提供することです。 

 

地方公営企業法の一部適用 

  基本的に，地方公共団体が経営する地方公営企業は，地方公営企業法のすべての

規定（事業管理者の任命，独自の職員採用，経営状況に応じた給与の決定，企業会

計による財務処理など）の適用を受けるのに対して，病院事業については，そのう

ち財務（予算，決算，契約等）等に関する規定のみを適用し，その他は一般の行政

分野と同じ取扱いとすることが原則とされていることを言います。 

 

地方独立行政法人 

  地方公共団体が地方独立行政法人法に基づいて設立し，事務事業を行わせる個別

の独立した法人です。 

  地方独立行政法人の運営については，設立団体の長（市長）が議会の議決を得て

中期目標を設定し，法人が中期計画を定めて市長の認可を得て事業を行います。ま

た事業年度ごとに評価委員会が評価を行うほか，中期目標期間ごとに，法人から議

会へ報告が行われます。 

 

中期計画 

  地方独立行政法人が，市長から指示された中期目標を達成するための具体的計画

として定める計画です。法人は，自ら定めた計画に従い，自主性・自律性をもって

業務を実施します。 

公営企業型の地方独立行政法人の中期計画には，設立団体の長（市長）の認可が

必要です。市長は，評価委員会の意見を聴いたうえ，市会の議決を得て認可します。 

 

中期目標 

３年以上５年以下の期間において地方独立行政法人が達成すべき業務運営に関

する目標であり，市長があらかじめ評価委員会の意見を聴くとともに，市会の議決

を得て定め，法人に指示するものです。 

 

長期貸付金 

  金銭等を貸し付けた場合に生じる債権であって，返済期限が貸借対照表の基準日

の翌日から起算して１年を超えて到来するものを指します。地方独立行政法人は，
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設立団体からしか長期借入を行うことができません。（なお，地方独立行政法人は，

事前に中期計画に定めた限度額の範囲内で，１年以内に返済する短期借入を行うこ

とはできます。） 

 

特定健診 

内臓脂肪の蓄積を把握することにより，糖尿病，高血圧症，脂質異常症などの生

活習慣病の予防を図ることを目的とした健診で，健康保険組合等に実施が義務付け

られているものをいいます。 

 

特定保健指導 

  特定健診の結果から，生活習慣病の発症リスクが高く，生活習慣の改善による生

活習慣病の予防効果が多く期待できる方に対して，生活習慣を見直すサポートを行

うもので，健康保険組合等に実施が義務付けられているものをいいます。 

 

特別目的会社（ＳＰＣ） 

民間事業者の出資によって設立される事業目的を特定した会社です。市立病院整

備運営事業では，事業者が本事業を実施するために設立した会社のことであり，京

都市は，そのＳＰＣと本事業に係る長期の事業契約を締結しました。 

 

 な  

 

二次救急医療 

  事故や急病に緊急に対応する救急医療は，一次，二次，三次の三つの体制に分か

れています。二次救急とは，入院を必要とする程度の症状に対応する救急で，入院

施設を備えた病院等での対応が想定されます。 

 

 は  

 

ハイリスク妊娠 

  妊娠，分娩，産 褥
じょく

及び新生児期において，妊婦や赤ちゃんに危険が生じる可能

性が高い妊娠を総称したものです。 

 

病院群輪番制病院 

京都市内を四つのブロックに分け，ブロックごとに休日・夜間における入院を必

要とする救急患者の受入れを担当する病院を輪番で定め，必要な救急医療体制を確

保する仕組みに参加している病院をいいます。 

 

病床利用率 

  ベッドの利用の状況を見る指標で，「年延べ入院患者数÷年延べ病床数×１０

０」で表されます。この比率が高いほど，病院施設（病床）の利用状況がよいこと

を示します。総務省の公立病院改革ガイドラインにおいては，病床利用率が概ね過

去３年間連続して７０％未満となっている病院について，病床数の削減を検討する

よう求めています。 

 

病理診断 
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患者から採取した病変部の細胞や組織を調べることにより，病気の種類を診断し

たり，がんの進行度などの評価を行うものです。 

 

へき地医療 

  交通条件及び自然的，経済的，社会的条件に恵まれない山間地，離島その他の地

域のうち，医療の確保が困難である地域における医療をいいます。 

 

放射線治療 

がん細胞に放射線を照射する治療法です。市立病院では，最新の装置により高精

度放射線治療（ラジオサージェリー）などの高精度体外照射が可能です。また通常

の体外からの照射のほか，子宮頸がん等に対する組織内部からの照射や，食道がん

や子宮体がんに対する腔内照射，前立腺がんに対する小線源シード永久挿入治療を

行っています。専門職員として，専従放射線治療医と医学物理士の資格を持つ専従

の放射線技師を配置しています。 

 

訪問看護 

  病気や障害を持った方が住み慣れた地域や家庭で，その人らしく療養生活を送れ

るように，看護師等が居宅を訪問して，主治医との連携などによって看護ケアを提

供することで，自立への援助を行い，療養生活を支援するサービスをいいます。 

 

訪問リハビリテーション 

  居宅において療養を行っているが，通院してリハビリを受けることが困難な方に

対して，理学療法士などが自宅を訪問し，それぞれの状況に応じた訓練や精神的サ

ポートなどのリハビリテーションを住み慣れた環境の中で行うことにより，より良

い生活を送ってもらうための支援サービスをいいます。 

 

母体搬送 

  赤ちゃんが妊婦のおなかの中にいる間に，容態の急変等に対応できる人員や設備

の整った医療機関に妊婦を搬送することです。 

 

 ま  

 

モニタリング 

民間事業者から提供されるサービスが，契約内容どおり実行されているかどうか

を監視することです。サービスの成果を基準として，モニタリングの結果を対価に

反映させる仕組みを構築することができます。 

 

 わ  

 

ワークライフバランス 

  仕事と生活の調和のことです。 

 


